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第1章 はじめに  



































「創造」の 3 種類の変革がある。 
①  「改善」：既存の機能や実現方法を基本的には変えずに、漸進的に環境への適応を行う
変革 
②  「再設計」：既存の機能や実現方法を抜本的に見直し、断続的に再設計を行う変革 
③  「創造」：これまでに無い新たな機能を、新たな方法で実現する変革  





BSC の 4 つの視点は、「社員の学習と成長」の視点での成果が「業務」の視点での成果
を引き出し、「業務」が「顧客」、「顧客」が「財務」へと、それぞれの成果が順序を持
って関係していくことを想定している。この関係をもとに、企業の戦略を 4 つの視点に基



































第 4項 変革の方法に関する２つの理論  
Beer & Nohria（ 2000）は、変革に関する論文集の巻頭論文の中で、変革の目的、リーダ
ーシップ、方法等についての研究者と実務家の間での論議を、中立の立場から E 理論と O
理論の２つに大別して次のように整理している。 







図表  2 変革に関する E 理論と O 理論  
E理論 O理論










出所）Beer & Nohria (2000)  
 
計画的変革とは対照的に、創発的変革とは「明示的な事前の意図が無く組織の新しいパ














































































鎖は、 IT ネットワークによって連結されており、ビジネスモデルを構成する上で IT は欠
かせない土台となっている。このように、製品・サービス、業務プロセス、ビジネスモデ
ルのいずれを変革するためにも、 IT を有効に活かすことが大きな助けになる。 
 





















第2節 本論文の構成  
 本論文は IT を活用した変革のマネジメントに関する２つの理論研究、２つの量的研究、
ひとつの事例研究から構成される。（図表 3）  
（１） IT を活用した変革の構成要素の定義：「 IT を活用した変革による効果創出モデル」
の作成 









































・ IT 駆動型アプローチによって創発的に改善型変革を行う。 
・事業戦略駆動型アプローチによって改善型変革が中心ではあるが計画的変革を行う。 
・事業戦略駆動かつ IT 駆動型のアプローチによって改善型変革が中心ではあるが再設計
創造型変革も含めて IT を活用した計画的かつ創発的な変革を行う。  









（４）事例分析による IT を活用した計画的かつ創発的な変革の成功要因の確認 
10 

















提示した。そして、第 3 部で IT がコア技術であるか否か、事業戦略を見直したか否かとい
う事業の状況による効果の創出に繋がる変革の構成要素の内容の違いをデータ分析をもと
づいて 4 つのアプローチとして提示し、企業がどのような場合に価値創造サイクルによる



































































（２） 変革を実行するプロセス  




テップを踏む必要がある」ことを、GE の変革などを例に挙げて主張した。  




変革を成功させるには、この 8 つのステップを着実に踏んでいく必要があるとしている。  
Kotter の 8 ステップは、 Levin（ 1951）の「解凍～変革～再凍結」という考え方を、企

























第2節 変革のイネーブラーの統合モデルとしての 7S 
（１）計画的変革と創発的変革のマネジメント要素としての 7S 
Beer 等（ 2000）は、これらの主張を統合して、変革を進める上で焦点となる要素として、
「 E 理論では Structure（組織構造）と System（組織運営システム）を、O 理論では Culture
（組織文化）」を挙げている。これらの要素は、 Peters 等が優良企業を成功に導くマネジ
メントの 7 つの要素として挙げたものに由来している。 
Peters & Waterman(1982)は、企業が成功するには、「共有された価値観（ shared value）
を中心にすえて、戦略（ strategy）、組織構造（ structure）、システム（ system）、スキル
（ skill）、スタッフ（staff）、スタイル（ style）という組織の７つの要素を調和させてマ
ネジする必要がある」とした。（図表 4） Peters 等（ 1992）は、「米国企業が従来重視して




などの人間重視の経営」を挙げた。Peters 自身は E 理論や O 理論という用語は用いていな
いが、従来 E 理論によるマネジメントに偏りがちだった米国企業に対して、 O 理論による
マネジメントの重要性を強調したものと解釈できる。 
Beer 等（ 2000）は、この 7S が変革の実行においても重要なマネジメントの要素である
と考え、「 E 理論によるトップダウンの計画的変革ではハードの 3S が、 O 理論による従業

















図表  4 Peters 等の組織のマネジメントの 7S  



















第3節 COBIT5 を参照モデルとした IT を活用した変革のイネーブラーの検討  
（１） IT を活用した変革に特有のイネーブラー 
 IT を活用した変革のイネーブラーには、7S とは異なる要素があるだろうか。 Hammer & 








（２） COBIT5 を IT を活用した変革のイネーブラーとして利用 
このような IT を活用した価値連鎖の変革を実行する上で参照すべき国際的フレームワ
ークとして、IT ガバナンスの専門家が構成する ISACA が策定した COBIT5 がある。 COBIT5
は、企業の事業価値創出全体のマネジメントの一環として IT をマネジメントすることを目的
として、前の版の COBIT4.1 から大きく改訂され 2012 年に公開された。  




連した目標（ IT 戦略）を定め、その実現のためのイネーブラーの目標を定める。  
・イネーブラーには、①原則・ポリシー・フレームワーク、②（ IT マネジメントの）プロセス、
③組織構造、④カルチャー・倫理観・行動原理、⑤情報、⑥ IT サービス・ IT インフラ・アプ
リケーション、⑦人材・スキル・コンピテンシーがある。  
  
このように COBIT5 は IT 活用のマネジメントのためのフレームワークではあるが、事業とし
ての目標を達成するための事業戦略と整合した IT 活用を行うことに焦点を置いている。この
ため、 COBIT5 のイネーブラーの中で、⑥ IT サービス・ IT インフラ・アプリケーションは情報
システムに関するものだが、それ以外はすべて人間系システム（人間に関わる仕組みの意味）
に関するものである。 COBIT5 のイネーブラーには、 7S に相当するものやプロセス、情報、 IT
といった要素も含まれており、事業価値を生む IT 活用のためのイネーブラーであると同時に、
IT を活用して価値が生まれるように価値連鎖を変革するためのイネーブラーにもなりうる。  
 




される」という、基本的な考え方が COBIT5 では示されている。 




したがって、COBIT5 が事業価値を生む IT 活用のためのイネーブラーとして提示してい
る人間系システムと情報システム（IT）を、価値連鎖の変革のためのイネ―ブラーに相応
しい内容に拡張する必要がある。このためには、変革全般のイネーブラーの統合モデルで







第3章 先行研究による IT を活用した変革のイネーブラーの具体化 
第1節 IT を活用した変革のイネーブラーの抽出  





・「システム」には、「プロセス」と「情報」と「 IT サービス・IT インフラ・アプリケーシ
ョン」が相当する。本研究では、「システム」を「組織運営システム」、「情報」、「 IT 活用













このように、7S と COBIT5 のイネ―ブラーを対応させたうえで、本研究では、「共有され
た価値観」と「組織文化」をひと括りにして「価値観」のイネ―ブラーとし、「組織構造」、
「組織運営システム」、「情報」をひと括りにして「組織」のイネ―ブラーとし、「プロセス」、
「 IT 活用力」、「人材」はそれぞれ独立したイネ―ブラーとして扱う。（図表 5） 
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出所） Peters 等の 7S と COBIT5 より筆者作成 
第2節 IT を活用した変革のイネーブラーの先行研究による補完  
IT を活用した変革の構成要素のうち、変革の実行内容と変革の効果についてはすでに第
1 章で定義しているので、 IT を活用した変革のイネ―ブラーとして新たに抽出した「価値
観」、「組織」、「人材」、「プロセス」、「 IT 活用力」と変革の達成目標となる「事業戦略」に
ついて、関連する先行研究によってそれぞれの内容を補完する。 








































































第 2項 組織  
（１）組織 IQ が示す変化適応力が高い組織の原則  
変革のイネーブラーとして組織が持つべき特性を示したものに「組織 IQ」がある。組織














































第 3項 人材  
（１） IT を活用した変革推進人材像としての UISS の拡張 
「 IT を活用して変革を実行出来る」能力やスキルとして、変革に必要な人材を一般的に








ーション、 IS アドミニストレータ、 IS アーキテクト」 
 本研究では、ビジネスステラテジストと IS ストラテジストを「ストラテジスト」として











 IS アナリストは、IT を活用した業務変革を企画・立案する人材として「アナリスト」と
呼ぶ。IS アーキテクトは、自社の業務と情報システムにとって最適なアーキテクチャを選
別し設計できる人材として「アーキテクト」と呼ぶ。（UISS では IS は情報システムの意味



























第 4項 プロセス  
（１）変革の種類によるプロセスの使い分け 
計画的変革における実行プロセスの一例が Kotter の 8 ステップである。創発的変革に
おいては、「問題定義、測定、分析、改善、コントロール」から成るシックス・シグマ（Six 






図表  6 シックス・シグマの DMAIC サイクル  
 
出訴） Six Sigma Academy (1995) 
 
（２） COBIT5 のプロセスの変革のマネジメントへの転用 
COBIT5 では、IT 運営の全体マネジメントプロセスである APO（整合化・計画・組織化）、
変革プログラムとそれと対応した IT プロジェクトのマネジメントプロセスである BAI（構
築・調達・導入）といった、 IT のマネジメントの標準的プロセスを定義している。 
APO のドメインには、IT に関するヒト、モノ、カネの管理について次のプロセスが定義さ
れている。これは IT を活用した変革全体の管理にも通じる内容である。 
・ APO01：マネジメントフレームワークの管理  ・ APO02： IT 戦略の管理 
・ APO03：エンタプライズアーキテクチャ（システム全体構造）の管理 
・ APO04：イノベーション（新技術の導入）の管理 
・ APO05： IT 投資ポートフォリオの管理 ・APO06：予算とコストの管理 
・ APO07：人的資源の管理  ・ APO08：（顧客、利用者と IT 提供者の間の）関係の管理 
・ APO09：（ IT 提供の）サービス契約の管理  
・ APO10：（ IT サービスの）サプライヤーの管理  ・ APO11:（ IT サービスの）品質の管理  




MEASURE   
（測定）
ANALIZE     
（分析）







ある PMBOK（ Project Management Institute、2013）を参照モデルにして定義されている。 
・ 01：管理のアプローチの維持 







・ 09：プログラムとプロジェクトのリスク管理  
・ 10：プロジェクトのモニタとコントロール 
・ 11：プロジェクトのリソースとワークパッケージの管理 
・ 12 プロジェクトまたはイテレーションの終了 






第 5項 IT 活用力  
IT については、その戦略性について様々な議論がある。 
（１） IT の戦略性否定論 












る」（ Drnevich & Croson、 2013）という考え方である。 





















いによって、次の 4 段階に分類される。（図表 7） 
①  個別最適型：各事業部門の個別最適を優先し、各部門が独自に IT 基盤やアプリケーシ
ョンの技術・製品の選択、及び構築を行っている。 
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②  IT 基盤標準型：個別最適型の特徴を持ちつつも、 IT 基盤（ネットワーク、データベー
スなどのインフラ部分）については、部門間で共通の技術・製品を適用している。 




図表  7 アーキテクチャの成熟度の 4 段階  
 
出所） Ross (2002)のアーキテクチャ成熟度をもとに筆者作成  



































（４） IT と人間系システムの相乗効果  
「 IT は変革を加速するイネ－ブラーである」（ Davenport、1993）。製品・サービス、業務
プロセス、ビジネスモデルのいずれを変革するためにも、IT を有効に活かすことが大きな
助けになる。ただし、 IT は直接的に財務的効果を生むものではないという主張もある。
Brynjolfsson 他(2002)は，「 IT 投資だけで経済的リターン（財務的効果）がえられるわけ
ではないが，IT の効果を引き出す能力や取り組みなどの無形の資産（人間系システムに相
当する）への投資を行うことにより、企業価値を高めることが可能である」ことを示した。 
日本企業を対象とした研究もある。平野 (2007)は，組織 IQ を用いた組織能力の概念を導入
し，「組織能力が高くなるほど IT 投資が企業業績に与える影響は大きい、一方で、組織能






こと」を示した。大森・妹尾（ 2007）は、導入された IT 資産の強度と特性や、組織 IQ に








































































整っているかという 4 点から評価する。」これを 4 つの頭文字をとって「 VRIO 分析」と呼
ぶ。  
 
自社の強みとなる資源にもとづく競争優位という考え方は、Hamel & Prahalad(1994) の























実行する方針として、企業はマーケティングミックスを決定する。」（ Kotler 他、 2006） 
本研究では、①市場と顧客、②業界と競合、③自社の強み、④マーケティングミックス
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を、企業に変革を迫るような事業戦略の見直しの 4 つの軸と考える。  
 
（３）事業戦略、変革、 IT 戦略の関係 
IT 戦略については、計画された事業戦略に基づいて、それを支援する IT 活用方針を策
定するという、「戦略駆動型」の IT 戦略と、IT が持つ可能性を活かして組織能力を向上さ
せ、結果として競争優位に繋がる事業戦略が生まれるという「 IT 駆動型」の IT 戦略があ
る。 
「戦略駆動型」の IT 戦略の代表は、「ビジネスと IT の整合化モデル」を唱えた Henderson 




図表  9 Henderson 等のビジネスと IT の整合化モデル  
ビジネスドメイン ITドメイン
外部 事業戦略 技術的潜在力 IT戦略
競争的潜在力
サービスレベル
内部 組織インフラと 戦略実行 情報システムインフラ
プロセス とプロセス
出所）Henderson & Venkatraman (1993)  
 





IT 戦略を策定する。ステージは後に 6 段階に拡張されるが、基本となる考え方を示す
ものとして、ここでは当初の理論を取り上げている。 
Woodward 他 (2013)は、IT 戦略（ IT 活用方針）を「ポジショニング」「レバレージン
グ」「オポチュニズム」の３つに体系化した。ポジショニングが「業界における競争優
位を築くための IT 活用」、レバレージングが「自社の独自の強みをさらに強化するた





 「 IT 駆動型」の IT 戦略は、IT の特性をもとにして IT 活用方針を考え、それを変革
方針や事業戦略にも反映させるということであり、事業戦略ありきで変革を考えその
手段として IT を考える、というように IT を補助的な位置付けにしない。「 IT 駆動型」
の IT 戦略と対をなす変革や事業戦略は、計画的なものもあれば、創発的なものもある。
（図表 10） 








第3節 IT を活用した変革の構成要素のまとめ（想定版モデルの提示） 
 先行研究のレビュー結果を踏まえて、IT を活用した変革の構成要素の間の相互関係を整






























































































第4章 IT を活用した変革による効果創出モデルの確認 
第1節 変革の構成要素の関係に関する第 1 の問いと仮説１の設定  



















（２）人間系システムと IT 活用力から成る変革のイネ―ブラー 
・ Peters 等（ 1992）のマネジメントの 7 つの要素（７S）は、計画的変革や創発的変革の
ためのイネ―ブラーでもある。 
・ COBIT5（ 2012）は、価値を生む IT 活用のためのイネ―ブラーを提示している。 





















によって、間接的に変革の実行に影響を与える。   
 なお、第 1 の問いと仮説 1 に関する分析は、筆者等の経営情報学会誌掲載論文「IT を活
用した変革による効果創出モデル」（淀川・平野、 2015）をもとにしている。 
第2節 研究方法  
第 1項 アンケート調査の方法  
IT を活用した変革のイネーブラーの変革の実行への影響を調査したデータはこれまで
に存在しないので、独自の調査が必要であった。日本企業の IT 活用実態調査は、 2003 年
から毎年継続して実施され、経営者マタ―のテーマについて真摯に答えていただける回答
者層を形成してきた。2013 年 12 月に行ったこの調査のアンケートに変革に関する質問を
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追加して実施した。日本の売上高上位企業 3000 社の情報システム担当役員や情報システ



























度数 33 50 33 24 42 18 8 22 230
総和の % 6.1% 9.2% 6.1% 4.4% 7.7% 3.3% 1.5% 4.1% 42.4%
度数 11 16 15 15 22 7 2 4 92
総和の % 2.0% 2.9% 2.8% 2.8% 4.1% 1.3% .4% .7% 16.9%
度数 11 8 1 4 10 2 3 6 45
総和の % 2.0% 1.5% .2% .7% 1.8% .4% .6% 1.1% 8.3%
度数 29 27 19 8 18 7 5 7 120
総和の % 5.3% 5.0% 3.5% 1.5% 3.3% 1.3% .9% 1.3% 22.1%
度数 20 11 2 1 3 1 0 1 39
総和の % 3.7% 2.0% .4% .2% .6% .2% 0.0% .2% 7.2%
度数 5 4 2 1 1 1 1 2 17
総和の % .9% .7% .4% .2% .2% .2% .2% .4% 3.1%
度数 109 116 72 53 96 36 19 42 543













出所） IT 活用実態調査 2013 年 
 
ちなみに、回答企業における COBIT（これまでに公表されているいずれの版でも良い）
の活用状況は、活用している 17 社（ 2.8％）、ある程度活用している 72 社（ 12.6％）、どち
らともいえない 60 社（ 10.0％）、あまり活用していない 51 社（8.5％）、活用していない








いるか否か）を、 5 点肯定、 4 点ある程度肯定、 3 点どちらともいえない、 2 点どちらかと
44 
いえば否定、1 点否定という 5 段階の選択肢を設けて平均値をとった。それらの質問項目
を集約して分析のための変数を作成した。 
第 2項 分析する変数の定義  
（１） 事業戦略見直しの必要度合と実施度合 
 調査では、①市場と顧客、②業界と競合、③自社の強み、④マーケティングミックスと









のいずれについても、「改善」「再設計」「創造」の 3 種類の変革がある。 
調査では、変革の３つの対象と３つの種類を組み合わせて、９つの変革の実行度合を聞
いた。9 つの変革の実行度合の値を見ると、3 つの改善（相関係数 0.47 以上）、３つの再設















（４）変革のための IT 活用度合 
調査では、IT 活用力に関して以下の３つの変革のための IT 活用度合を聞いた。そして、
その 3 つの平均値をとって「変革のための IT 活用度合」という変数とした。質問項目は、
それぞれに 1％水準で有意の正の相関があり、平均値をとることによってたがいに打ち消
し合うことはない。 
①  製品・サービスの変革への IT 活用 
②  業務プロセスの変革への IT 活用 
③  ビジネスモデルの変革への IT 活用 




を挙げて、それぞれ効果創出度合を聞いた。この 2 つを効果を見るための変数とした。 
第 3項 各変数の平均値の傾向  
 各変数について、回答企業全体の平均値をとってみると次のような傾向がある。いずれ










迫られていることがわかる。（図表 14、図表 15） 
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マーケティングミックス 3.97 3.45  
出所） IT 活用実態調査 2013 年 



















図表  16 変革の実行度合  
変革の対象
ビジネスモデル 3.29 2.76 2.60
業務プロセス 3.53 2.86 2.51
製品・サービス 3.55 2.88 2.73
改善 再設計 創造
変革の種類  
出所） IT 活用実態調査 2013 年 
 
（３）人間系システムの整備度合、IT の活用度合、変革の効果創出度合 






変革のための IT 活用度合では、「業務プロセスの変革」への IT 活用度合が、他の２つよ
りも高い。企業にとって、業務プロセスは IT に組み込まれていることが多く、変革に IT
が使われることが一般的である。それに比べると、製品・サービスに IT が組み込まれてい
ない企業もあり、IT を使って製品・サービスを変革することは一部の製造業などに限られ
る。、また、ビジネスモデルの実現手段が IT ではない企業もあり、IT を使ってビジネスモ
デルを変革することは情報サービス企業など特定の業種に限られるということであろう。  
変革の効果創出度合は、顧客の評価の向上も財務的効果も 3.2 程度であり、あまり高い















効果創出度合（財務的効果） 3.20  
出所） IT 活用実態調査 2013 年 










出所） IT 活用実態調査 2013 年  









財務的効果  ＝  改善型変革実行度合  × 0.549 ＋  
        再設計創造型変革実行度合 × 0.265 ＋ 
        変革のための IT 活用度合 × 0.128 ＋ 
        人間系システム整備度合  × 0.111 ＋  0.226 （ R2 乗  = 0.391） 
顧客の評価  = 改善型変革実行度合  × 0.426  ＋ 
        再設計創造型変革実行度合 × 0.265 ＋ 
        変革のための IT 活用度合 × 0.248 ＋ 











改善型変革実行度合  ＝  人間系システム整備度合 × 0.225 ＋  
            変革のための IT 活用度合  × 0.155 ＋ 
            事業戦略見直し実施度合 × 0.171 ＋  1.561  
（ R2 乗  = 0.233） 
再設計創造型変革実行度合  = 人間系システム整備度合 × 0.300 ＋ 
            変革のための IT 活用度合 × 0.277 ＋  
            事業戦略見直し実施度合 × 0.097 ＋  0.450  








 人間系システムの整備に対して事業戦略の見直しと IT 活用がどのように影響するかを
確認するために、人間系システムの整備度合を従属変数として、事業戦略見直し実施度合、
変革のための IT 活用度合を独立変数として、ステップワイズ法で重回帰分析を行った。 
人間系システム整備度合  = 事業戦略見直し実施度合  × 0.359 ＋ 
         変革のための IT 活用度合  × 0.242 ＋  1.344 （ R2 乗＝ 0.258） 







人間系システム整備度合  = 事業戦略見直し実施度合  × 0.445 ＋  1.821  
（ R2 乗＝ 0.189） 
変革のための IT 活用度合  ＝  事業戦略見直し実施度合 × 0.426 ＋ 1.710  
（ R2 乗＝ 0.130） 
 事業戦略見直し度合は、人間系システムの整備や変革のための IT 活用度合に影響があ
り、それを通じて改善型変革や再設計創造型変革の実行に影響を与えるが、R2 乗の値が小
さく説明力はあまり高くない。これによって仮説１－ 4 はある程度支持された。 
第4節 仮説１に関する考察  
第 1項 IT を活用した変革による効果創出モデルの妥当性  










図表  19 IT を活用した変革による効果創出モデル（実態版）  









































（３）変革への IT 活用と人間系システムの変革実行度合への影響 
再設計創造型変革には、人間系システムと IT 活用は、同程度に大きく影響する。一方、
改善型変革には、人間系システムの方が、 IT 活用よりも大きく影響する。 
再設計創造型変革は、業務の再設計や新業務の創造にあたって、情報システムの改変が
人間系システムの整備と同様に欠かせない。改善型変革は、改善のサイクルを回し続ける
人間系システムが整備されれば、 IT 活用は特に必要ない場合もあると解釈できる。 
 




















第5節 IT を活用した変革による効果創出モデルのまとめ  
第 1項 モデルによる先行研究の追試   




程は、 Kaplan 等（1992）が提唱した BSC における「社員の学習と成長」の成果が「業務」
の成果に、そして、「顧客の評価」や「財務」の成果に繋がるという関係に相当する。 
また、「 IT 活用力→人間系システムの整備→財務的効果」の過程は、平野（ 2007）、歌代
（ 2007）、篠原（ 2007）、大森・妹尾（ 2007）が確認した組織能力と IT 活用による業績への
影響分析の結果と符合する。 
事業戦略、人間系システムの整備、IT 活用力の関係は、Henderson 等（ 1993）が提唱し

















繰り返すというものである。この場合は、 IT 活用は副次的な存在である。  
 以降の章において、企業が行う事業の状況に応じた変革の方法を検討する際に、これら
のアプローチをその選択肢として用いることができる。 








第 2 部 問題意識への回答としての「価値創造サイク
ル」モデルの提示  
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第5章 価値創造サイクルとは  
第1節 計画的かつ創発的な変革の方法としての価値創造サイクル  





































図表  20 商品・サービス開発サイクルと商品・サービス提供サイクル  
サプライヤー




生産の 一時的在庫 商品・サービスの 評価
指示 配送 設計 サンプル出荷
補充 商品・サービス 商品・サービス 商品・サービス
発注 の提供 仮説の設定 の試行
川下 川下
サイクル サイクル
 需要仮説の 需要仮説の マーケティング 商品・サービス
設定 検証 仮説の検証
顧客
商品・サービス提供サイクル 商品・サービス開発サイクル  
出所）筆者作成 
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図表  21 野中等による知識創造サイクル（SECI モデル） 
暗黙知 暗黙知
個人の暗黙知を 組織を超えた対話により
組織の暗黙知に 暗黙知 共同化 表出化 形式知 暗黙知をコンセプトに
暗黙知 内面化 連結化 形式知
形式知を結晶化し 時空間を超えて







































サービス部品 サービス部品 評価 応用仮説




利用状況 サービス部品 顧客との 試作品




第2節 セブンイレブンにおける価値創造サイクル  
 IT を活用して持続的競争優位を獲得しているセブンイレブンの独自のビジネスモデル
は、価値創造サイクルによる計画的かつ創発的な変革の成果として解釈することができる。
































































第 5項 価値創発サイクル：自主商品を生み出すチームマーチャンダイジング  
セブンイレブンの商品の売り上げの 6 割は自主マーチャンダイジングによって開発され










































図表  23 セブンイレブンにおける価値創造サイクル  
サプライヤーによるセブンイレブン専用工場、専用倉庫の運営
商品供給プラットフォーム




生産の 一時的在庫 商品・サービスの 評価
指示 配送 設計 サンプル出荷
温度帯、納品頻度 マーチャンダイジング
ごとの共同配送 チームによる協働
補充 商品・サービス 商品・サービス 商品・サービス
発注 の提供 仮説の設定 の試行
仮説検証型 自主開発商品
補充発注 の企画




価値増幅サイクル 価値創発サイクル  
出所）筆者作成 
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ジネスモデルである。この事例は、『ユニクロ vs しまむら』（月泉博、 2009 年）にもとづ
いている。  
 
第 1項 低迷が続く衣料品市場でただ一社持続的成長を続けるしまむら  
（１）デイリーアパレル市場を席巻  



































第 2項 顧客プラットフォーム：小商圏、高シェア主義の店舗戦略  
しまむらの出店の考え方は「小商圏、高シェア主義」であった。基本商圏は 5000 世帯
/15000 人であり、1 世帯の年間衣料購入額を 20 万円として、5000 世帯の商圏は 10 億円市
場となる。その 3 割のシェアを取って 3 億円を売り上げることを標準とした。 
同社は、ローカルな小商圏に幹線道路にそって稠密に店舗を出店し、1961 年に 6 店だっ









第 3項 価値増幅サイクル：本社集中化管理による高効率な店舗運営  

























く、荷物 1 個が移動する輸送コストは 59.2 円で、宅配便の 4 分の 1 であった。このきめ細
かい物流機能が、経費率を下げるために貢献するだけでなく、商品を店舗間で移動させて
売り切る能力を支えている。 






























IT は事業を支える重要な基盤である。独自の事業戦略に基づく人間系システムと IT 活用
によって、しまむらは価値創造サイクルを回し続け長期にわたる安定成長を達成した。  




店舗間移動 商品の 評価・ 仕入れ商品仮説





販売状況 店舗への メーカーとの メーカー提案











動し、顧客サービスプロセスの段階的な統合を実現した。この事例は、‘ Applied SOA: 
Service-Oriented Architecture and Design strategies’(Rosen他、 2008)に基づいてい
る。著者の Rosen氏はウェルズファーゴのチーフアーキテクトとして変革プロジェクトの
中心的役割を果たした。筆者は同氏に直接インタビューして変革の経緯を確認した。 
第 1項 合併を重ねて全米をカバーする巨大銀行に  
 ウェルズファーゴは、1985 年にパソコンバンキングを開始し、1995 年にはインターネッ
トによる銀行口座サービスを最初に導入した、ネットバンキングの先駆者である。そして
数多くの地方銀行との合併によって、全米に広がりを持つ実物の店舗網でも存在感を増し
ていった。ウェルズファーゴは、 12 の主要事業部門が提供する 80 を超すさまざまな商品
ラインにわたって、幅広い金融サービスを提供している。資産規模は最大ではないが、今
後の成長への期待から株式時価総額はトップレベルである。 
第 2項 変革の目的：ひとつのウェルズファーゴ  
ウェルズファーゴは、買収だけでなく、内部成長による拡大を目指す方針を 2001 年に打




































































































図表  25 ウェルズファーゴのサービスガバナンスプロセス  
 
出所）Rosen 他  (2008)をもとに筆者作成  
④  IT ：ウェルズファーゴの SOA に対する取り組みは、第 3 世代目に入っている。始まり
は 1995 年の分散オブジェクト技術（ CORBA）を使った顧客サービスシステムの開発で
あり、 2001 年には、 2 世代目のエンタープライズ Java 技術を使ってこの事例の変革を



















ードビジネススクールのケース『 GE の過去２０年の体質転換』（ Bartlett、 1999、野村マ
ネジメントスクール訳）にもとづいており、イメルトの変革事例は、『ジェフ・イメルト  GE
の変わり続ける経営』(Magee、 2009、  関美和訳 )にもとづいている。  
第 1項 ウェルチの変革  
（１）計画的変革と創発的変革の組み合わせを実践  

























の製造業から IT などのハイテク産業に移っていた。その IT も 2000 年に起きた IT バブル
の崩壊によって一時減速し、米国は景気後退期に入った。  







ためには、もちろんサプライチェーンや経営管理を支援する IT は必要であったが、 IT だ
けでなく革新的なテクノロジーが変革を駆動する役割を果たしたとは言えない。また、短
































チャー構築技術とインフラストラクチャーを制御する IT との融合であり、このために GE
















り、 IT は変革の中心的な役割を果たすようになった。（図表 26）  
 GE は、以前からテクノロジー重視の企業ではあったが、IT が基幹設備でも競争優位に繋
がるコア技術でもなく、製造技術やインフラストラクチャー構成技術がコアであった。し
かし、今日においては、こうした製造業のビジネスでも IT が重要な構成要素となり、IT の
役割が進化して変革の大きな駆動力になってきたのである。  
図表  26 GE における変革の経緯  









第4節 グーグル 価値創造サイクルによるクラウドサービスの創造  















Plex: How Google Thinks, Works, and Shapes Our Lives’（ Levy、 2011、仲達志  & 池
村千秋訳）にもとづいている。  













































して、何人が広告を見たかで広告掲載料が決まる従来からの CPM 方式に基づいていた。  






 グーグルは、2002 年 2 月に開始した改良版の「アドワーズセレクト」で、入札による広
告販売を行うことにした。ただし、入札者には次点の入札額よりも 1 セントだけ高い金額
を支払ってもらうようにし、高すぎる掲載金額を払わなくてもすむ独自の入札方式をとっ






 2003 年にグーグルは、アドワーズと同じように、入札方式と CTR のモデルをメディアの
サイトの広告欄に応用することを考えた。これにより、有名メディアのページなどが広告
































ータセンターを 10 数か所も建設する計画に乗り出した。  






















役割を果たすようになる。（図表 27）  











非IT駆動 IT駆動  
出所）筆者作成  






たが、同時に、2 人の創業者と彼らを信奉する社員たちが共有する独自の価値観であった。  
（１）創業者たちが大切にしたこと  

























































て定量化する手法であった。社員は全員 4 半期に一度年間を通じての OKR を設定し、承認
を受ける必要があった。個人だけでなく、チーム、部門、企業全体のレベルでも OKR が設




















第7章 事例を踏まえた価値創造サイクルの具体化  


































































































革を実現するイネーブラーとなる。（図表 29）  
図表  29 価値創造サイクルを駆動する IT 活用  
サプライヤーとの協働のプラットフォーム形成




仮説検証 サービス部品 サービス部品 評価 応用仮説 イテレーション





変革実行 利用状況 サービス部品 顧客との 試作品 変革実行
の評価 の利用 試行 の作成
顧客との共創のプラットフォーム形成




第3節 価値創造サイクルのイネーブラー  



























顧客サービスを統合し、 GE は「将来的に 1 億ドルの売り上げが見込め、新たな地域、新た
なビジネス領域、あるいは新規顧客を獲得できる革新的な事業を毎年 3 件提案する」とい
う「イマジネーション・ブレークスルー」を事業部門の目標とし、グーグルは「社員は 1
週間のうちの 1 日はプロジェクト以外のことに使う」という「 20％ルール」による全員参
加の未来創造を目指した。 
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価値連鎖 製品・サービス 製品・サービス に収斂する
（バリューチェーン） 提供サイクル 開発サイクル 創発的変革
組織（場）
価値創造サイクル 価値増幅 価値創発 人材






経営者の価値統治 戦略設計図 価値創造 価値観 組み入れた



















第8章 IT の役割と戦略見直しの有無に応じた変革の構成要素の違い  















出所）Anwsoff (1957)の分類をもとに筆者作成  
（２） IT の導入を契機とした変革 
一方、 IT も企業に変革を迫る要因になる。これまでに幾度もあった IT による事業変革















という、「ネットワーク経済性」が新たな競争原理となった。（Shapiro、 1998）  
・急速に進歩する IT を基盤とする製品分野では、リーダー企業は常に革命的な代替品の
脅威にさらされる。（ Christensen、1997）  
・既存の来店型店舗とインターネット上のダイレクト販売チャネルの相乗効果を生むクリ




可能性を持っている。これは、 IT を活用することによって可能となる IT 駆動による変革
と呼ぶことができる。 
第２部で検討した価値創造サイクルによる計画的かつ創発的な変革は、将来の戦略設計
図にむけて IT を活用した創発的変革をスパイラルに繰り返すものであり、戦略駆動と IT
駆動の両方の側面を持っている。 
第2節 IT の役割による変革のイネーブラーの違い  
第 1項 McFarlan による企業における IT の役割の分類  
本研究は、IT が事業戦略や変革にどのように影響を与えるかは、企業ごとに一様ではな
いという立場をとる。McFarlan(2005)は、企業にとって IT が競争優位に繋がるコア技術で







IT がコア技術かつ基幹設備である企業にとって、IT は「戦略的」な役割を果たす。IT が
コア技術かつ非基幹設備である企業では、IT は事業や業務の「変革手段」として用いられ
る。 IT が非コア技術かつ基幹設備である企業では、 IT はアウトプットを作り出す「工場」
の役割を持つ。 IT が非コア技術かつ非基幹設備である企業では、IT は管理や業務遂行を
「支援」する道具である。 









出所）McFarlan (2005) の分類をもとに筆者作成  
 
第 2項 IT の役割に応じた変革内容に関する第 2 の問いと仮説 2 の設定  
（１）本研究の第 2 の問いの設定 
IT がコア技術の企業では、事業戦略を見直さなくても、IT を活用した企業価値創出の機
会を探る創発的変革が行われる。事業戦略の見直しによる計画的変革は、IT がコア技術の
企業でもそうでない企業でも行われる。 IT がコア技術でなくても、 IT が基幹設備であれ
ば、事業戦略の見直しに伴う変革を実行する上で、業務を支える IT も改変が必要になる。
このため今日では多くの企業で、 IT は変革を実行する上で重要な役割を持っている。 















（２）仮説 2 の設定  
  第 1 部で検討した先行研究の結果から次の仮定を設ける。 
・企業が行う変革には、事業戦略の見直しによって起こる事業戦略駆動の計画的変革、新






・ IT がコア技術である企業は、 IT 駆動による創発的変革を行う動機がある、 
・事業戦略を見直した企業は、事業戦略駆動による計画的変革を行う動機がある。 




セス、 IT 活用力である。 





創出している。」  （図表 34） 
なお、第 2 の問いと仮説 2 に関する分析は、筆者等の経営情報学会誌掲載論文「 IT を活
用して変革のイネーブラー」（淀川・平野、 2015）をもとにしている。 








第3節 仮説２の確認  
第 1項 IT の役割に関する追加の質問項目  
仮説 1 の確認に用いたもの同じアンケート調査の結果を活用して、仮説 2 の確認を行っ
た。なお、アンケート調査の中で、自社における IT が果たす役割について、 IT はコアの
技術であるか否か（コア /非コア）、IT が基幹設備のひとつであるか否か（基幹/非基幹）
の 4 つにわけて、いずれか一つを選択していただいた。 
IT の役割については、2008 年から毎年継続してアンケートの中で聞いている。非コア・
基幹が 35％強でもっとも多く、次いでコア・基幹が 30％前後、コア・非基幹が 20％前後、
非コア・非基幹が 10％前後で毎年順位は変わらない。IT が基幹設備と考える企業は、全体
の 70％弱と多く、 IT がコア技術と考える企業も、全体の 50％程度あることになる。 
2010 年から 2013 年の間でみると、コア・基幹が 29.7％から 33.7％に増加し、非コア・




図表  35 IT の役割の分類別の構成比の推移  ％（表）  
調査年 コア・基幹 コア・非基幹 非コア・基幹 非コア・非基幹 無回答 n数
2008 32.2 22.1 36.5 8.7 0.4 (515)
2009 29.0 22.0 38.9 9.5 0.6 (527)
2010 30.7 21.8 36.4 10.1 1.1 (473)
2011 29.7 20.0 40.1 9.3 1.0 (526)
2012 32.2 19.4 36.7 10.9 0.8 (603)
2013 33.7 19.9 37.9 7.5 1.0 (599)  
IT 活用実態調査 2008 年、 2009 年、 2010 年、 2011 年、 2012 年、 2013 年  

















出所） IT 活用実態調査 2008 年、 2009 年、2010 年、 2011 年、2012 年、 2013 年  








この 2 つの軸を掛け合わせた各分類の構成は、戦略見直さず・非コア技術 32.9％、戦略
見直さず・コア技術 36.2％、戦略見直し・非コア技術 12.6％、戦略見直し・コア技術 18.4
％であった。（図表 37）なお、Pearson のカイ 2 乗検定による漸近有意確率（両側）は 0.125
であり、  2 つの軸に関連性があるという仮説を 5％水準で棄却できる。 
図表  37 事業戦略見直しｘ IT がコア技術の構成比  
ITは非コア技術 ITはコア技術
（非コア技術） （コア技術）
事業戦略見直し実施 度数 72 105 177
（戦略見直し） 総和の % 12.6% 18.4% 30.9%
事業戦略見直し実施せず 度数 188 207 395
（戦略見直さず） 総和の % 32.9% 36.2% 69.1%
合計 度数 260 312 572
総和の % 45.5% 54.5% 100.0%
合計
 
出所） IT 活用実態調査 2013 年をもとに筆者作成  
第 3項 戦略見直し×コア技術による変革内容の平均値の比較   
戦略見直し×コア技術の 4 分類ごとに、変革のイネ―ブラー、変革の実行内容、変革の
効果創出に関する各変数の平均値をとり、全ての変数について分類間に 5％水準で有意の
























戦略見直し・コア技術 3.627 3.738 3.718 3.825 3.723
戦略見直し・非コア技術 3.563 3.746 3.789 3.648 3.148
戦略見直さず・コア技術 3.202 3.471 3.402 3.537 3.384
戦略見直さず・非コア技術 2.978 3.292 3.261 3.295 2.880
合計 3.253 3.496 3.463 3.525 3.260








戦略見直し・コア技術 3.713 2.946 3.570 3.426
戦略見直し・非コア技術 3.586 2.740 3.369 3.382
戦略見直さず・コア技術 3.426 2.779 3.215 3.215
戦略見直さず・非コア技術 3.289 2.524 3.000 2.939
合計 3.460 2.731 3.236 3.190
一元配置分散分析p値 0.000 0.000 0.000 0.000
戦略見直しｘコア技術
 
出所） IT 活用実態調査 2013 年をもとに筆者作成 















出所） IT 活用実態調査 2013 年をもとに筆者作成  
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出所） IT 活用実態調査 2013 年をもとに筆者作成  
第 4項 イネーブラーが変革効果に影響することの確認  
 企業が属している戦略見直し×コア技術の分類、 5 つの変革のイネーブラー、それらの
111 
交互作用のどれが変革の効果創出に影響を与えているかを確認した。そのために、戦略見
直さず・非コア技術を 1 点、戦略見直さず・コア技術を 2 点、戦略見直し・非コア技術を




















Ｒ２乗 .264 .213  
出所） IT 活用実態調査 2013 年をもとに筆者作成  




























第 6項 仮説 2 の確認結果  
 4 つの分類ごとの変革内容の平均値の比較と変革のイネーブラーの変革の効果創出への






の差はない。ただし、IT がコア技術の企業の方が変革への IT 活用度合は高い。 
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第4節 仮説 2 からの考察  
第 1項 変革の内容の平均値からの推論  










（２） IT がコア技術の企業が事業戦略を見直さない場合について 
 事業戦略を見直さなくても、IT がコア技術の企業の方がそうでない企業よりも、変革の
ために IT を活用するのは当然といえるが、それと同時にプロセスのマネジメントも実施




出度合は高くなく、 IT 駆動の動機だけによる創発的変革は限定的なものといえる。 
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うな変革に IT を活用することは多くないと考えられるからである。  
























第 3項 戦略見直し×コア技術ごとのイネーブラーの変革効果への影響の解釈  
 回帰分析において影響度が高かったイネーブラーについて、第 1 部で整理した計画的変
革や創発的変革のマネジメントの内容を踏まえると、各分類における価値連鎖の変革の効
果へのイネーブラーの影響の仕方を、次のように解釈できる。 (図表 42) 
（１） 戦略見直さず・非コア技術 
顧客の評価も財務的効果も低いものの、その中では、企業としての暗黙の価値原則を共
有し、現場で DMAIC のような改善サイクルを実施し、 IT を業務効率化のために活用して、
改善型変革と再設計創造型変革を実行した企業が効果をあげている。  
 


















図表  42 4 つの分類ごとのイネーブラーの変革効果創出への影響の違い 
 
戦略見直さず・非コア技術 戦略見直さず・コア技術
効果創出 顧客の評価 低い やや低い
財務的効果 低い やや低い









（効率化目的が中心） （イテレーションの手段）  
戦略見直し・非コア技術 戦略見直し・コア技術
効果創出 顧客の評価 やや高い 高い
財務的効果 やや高い やや高い


















第 1項 理論研究と企業が行う実際の変革内容の違い  















（２） IT を活用した創発的変革の実行は限定的 
IT がコア技術の企業が事業戦略を見直さない場合には、IT がコア技術ではない企業と
比べて改善型変革と再設計創造型変革がやや活発に行われるが、その差はあまり大きくな






（３） IT を活用した計画的変革においても再設計創造型変革は不十分 













第 2項 事業の状況の 4 分類と価値創造サイクルの対応  































創造サイクルの実行を統合して、4 分類ごとの変革の効果創出に繋がる変革内容と IT 活用
に関する選択肢を整理する。（図表 43） 







（２） IT がコア技術であり事業戦略を見直さない企業が変革の効果を創出する方法 





















































































第４部 事例分析による IT を活用した計画的かつ創発
的変革の成功要因の確認  
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第9章 IT を活用した計画的かつ創発的な変革の方法に関する第 3 の
問い  
第1節 再設計を伴う計画的かつ創発的な変革に関する第 3 の問いの設定  
IT がコア技術である企業が事業戦略を見直した場合でも、新たな知識や価値を生み出す
価値創造サイクルの実行に至らないのは、人間系システムに属するイネーブラーの整備が































備すればよいか。そこで、本研究の第 3 の問い（リサーチクエスチョン 3）を次の通りと
する。 





















 東京海上日動は、経営陣の IT 活用に対する意識が高く、損保業界の IT 活用を牽引して
きた。この事例は、商品、業務、情報システムからなる相互依存的なシステム全体を同時
に再設計したものであり、 IT がコア技術である企業における事業戦略見直しによる IT を
活用した計画的な変革の典型例である。そして、当初の計画を状況の変化に応じて絶えず
創発的に見直すことによって、約 6 年間をかけて変革の目的が完遂された。このため、本





















第10章 東京海上日動の抜本改革の詳細  
第1節 抜本改革の背景：日本の損害保険会社の状況  








第 2項 代理店が大きな役割を果たす損害保険の販売  
 損害保険の販売には、損保会社が自ら販売したり、代理店を通じて販売したり、保険ブ








































第2節 抜本改革の発端  
第 1項 はじまりは情報システムから  
抜本改革につながる議論は、情報システムへの疑問から始まった。海外で保険事業を担
当していた隅修三常務（当時、後に社長）が、事務と情報システムの担当役員に就任した










改革が必要か、絵を描くことを IT 企画部に指示した。 
第 2項 抜本改革の立ち上げ  
（１） 2003 年 12 月役員ディスカッションにおける問題提起 








・  代理店で完結する契約申込書の入力（計上入力と呼ぶ）は 53％しかない。 
・  申込書が紙で支社に送られてきて計上入力される契約のうち、 70％は記入ミスがあり
入力エラーになり、代理店に返送される。申込書が難しすぎて、お客様や代理店が正し
く記入できないのが問題である。 
・  代理店とお客様との間で、保険料が現金でやりとりされ、同社との 1 カ月 1 回の精算ま
での間、代理店で保管される。代理店との保険料精算において、毎月一支店当り平均で
1500 件もの現金不一致が発生する。 
・  これでは、本来の営業や顧客サービスに、営業担当者も代理店も注力できない。 































第3節 抜本改革の計画段階  
第 1項 抜本改革の構想策定  
（１）あらためて現場の実態を確認 
 各 PT は、 100 を超える代理店や、営業と損害調査の担当者から現状のヒアリングを行
い、この調査をもとに、営業現場の業務負担がいかに大きいか実態を把握した。それを踏
まえて、商品、事務、情報システムの抜本改革の全体像を構想にとりまとめ、2004 年 10 月
の経営会議に諮った。 
 










効果の妥当性をもとに、 2007 年度開始に向けた抜本改革の構想が決定された。 
第 2項 抜本改革の計画策定  
（１）どんどん膨らむ新業務と新システム 
134 













（２） 2005 年 3 月計画承認 
各 PT の検討結果は、計画案に取りまとめられ、 2005 年 3 月の経営会議に諮られた。こ
135 
の段階では、抜本改革は、自動車保険について 2007 年 7 月から、その他の保険種類につい
て 2007 年 12 月からの、ほぼ一斉スタートのスケジュールであった。また、投資対効果に













しまう実害があり、改革までの 2 年間で目標を達成しなければならなかった。 


































る約款は 30 から 8 種類に集約され、特約は 1700 から 850 に削減された。50 種類あった保
































（５） 2005 年 10 月詳細計画承認 








第4節 抜本改革の実行段階  
第 1項 改革第一期の実行準備  
（１）「仕事の仕方」抜本改革への発展 
改革実施決定をうけて、 2005 年 12 月に、それまで経営企画部内にあった抜本改革事務
局を改組し、抜本改革推進部が発足した。また、この時から抜本改革は、「仕事の仕方」抜
本改革と呼ばれることになり、全社をあげた仕事の改革として社員全員を巻き込んだ活動











第 2項 予期せぬ２つのかく乱要因  
（１）業務改善命令への対処 








（２） 2007 年 4 月第一期延期決定 
こうした状況のもとで、業務改善計画に基づく開発優先順位の変更と、新システムの品
質確保のために、第一期の開始時期を延期する決定を 2007 年 4 月に行った。改革第一期

























スタートして間もなくの頃と比べると、 2007 年 3 月には大きな改善成果があがっていた。
しかし、支店や支社によっては、まだ十分な成果に繋がっていないところもあった。そこ
で、遅れている支社をひとつひとつ抽出して個別に進捗管理を徹底し、2008 年 1 月のリス
クチェック会議で最終判断することにして、背水の陣を敷いた。 
第 4項 第一期開始とその後の展開  
（１） 2008 年 5 月無事第一期スタート 
 2008 年 5 月の第一期開始にむけて、新代理店システムの利用開始について、予め定めた























第11章 第 3 の問いの分析と考察  
第1節 第 3 の問いの分析  



























































第 2項 結果としての変革の 8 ステップの実践  
IT と一体化した計画的かつ創発的な変革であった抜本改革では、Kotter（ 1996）の変革
の 8 ステップに当たる実行プロセスが実践されていると結果的にみると解釈できる。そし
て、各ステップにおいて、 IT が重要な要素として組み込まれていることが、 8 ステップの
考え方を拡張すべき点である。 
東京海上日動は、変革の実行にあたって Kotter の理論を参考にしたわけではないが、こ






















































































いては、Kotter が提唱したように 8 ステップが順をおって行われたのではなく、それぞれ
が並列に段階的に繰り返し行われ、価値創造サイクルのようなスパイラル型のプロセスと
なっていることが、 8 ステップの直列型のプロセスとは異なる。 











た IT のマネジメントのために、同社においては COBIT5（2012）の BAI（構築・調達・導入）








第2節 第 3 の問いに関する考察  
第 1項 段階的計画の詳細化と段階的な変革の実行  











































































































加えて、 IT を活用した変革であるがゆえに実施されたことを一覧にまとめた。（図表 50） 
152 





















































































































































































































第12章 おわりに  
第1節 本論文の全体総括  
本研究は、IT を活用した変革のマネジメントに関する２つの理論研究、２つの量的研究、
１つの事例研究から構成されている。  
第 1項 問題意識  
本研究は、「はじめに」において、変革、価値連鎖、変革の効果に関する定義を行った上










これらに、 IT がどのように関係するか」を明らかにすることである。 
 
第 2項 IT を活用した変革全般に共通する構成要素の定義  
（１）変革の構成要素と「 IT を活用した変革による効果創出モデル」の想定 
第 1 部では、それぞれを適合させてマネジメントすることによって変革の実行を可能に
するもの（イネーブラーと呼ぶ）に関する先行研究をレビューした上で、Peters 等（1992）
の 7S と COBIT5（ 2012）のイネーブラーを照合して、価値観、組織、人材、プロセス（この





























































































第 4項 量的分析による事業の状況に応じた変革内容の違いの確認  





















創出している。」   
 
（２）仮説 2 の確認 
仮説１の確認に用いたアンケート調査結果と同じデータを分析して仮説 2 を確認した。
IT がコア技術か否か、事業戦略を見直したか否かの 4 つに企業を分類し、分類間で変革の
各構成要素の平均値の比較と変革のイネーブラーの変革の効果創出への影響の比較を行い












の差はない。ただし、IT がコア技術の企業の方が変革への IT 活用度合は高い。 





























めにどのような IT 活用の方針を立てるかを対応させた。 
そして、4 つの分類ごとに、変革のアプローチ、変革の実行内容、変革のイネーブラー、
IT 活用の目的、IT 活用の方針、価値創造サイクルの実行について、変革の効果創出に繋が
る変革と IT 活用に関する選択肢を整理した。  






・ IT がコア技術であり事業戦略を見直さない企業が変革の効果を創出する方法  
















































第 5項 事例分析による IT を活用した計画的かつ創発的な変革の成功要因の確認  
（１）第 3 の問いの設定と事例分析対象の選択  
第 4 部では、業務や情報システムの再設計を伴う IT を活用した計画的かつ創発的変革
に焦点を絞って、その成功要因を事例分析によって確認するために、本研究の第 3 の問い
（リサーチクエスチョン 3）を設定した。 




































































































第3節 結論と限界  
（１）本研究の貢献 
















 本研究の理論的な貢献は、事業価値を創出する IT 活用のマネジメントのフレームワー
クである COBIT5（ 2012）と Peters 等（ 1992）の提唱する組織マネジメントの 7S をもとに



































































を活用した変革について討議させていただいた Richard Nolan ハーバード大学ビジネスス
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付属資料 1 IT 活用実態調査 2013 の調査票の抜粋  





する上で IT が中核技術である場合に、「IT がコア技術である」と考えます。 
□  1)自社にとって、IT は本業を支える基幹設備のひとつであり、本業を改革して自社
の強みを生み出すコアの技術である。  
□  2)自社にとって、 IT は本業を支える基幹設備のひとつであるが、 IT が自社の強み
を左右するものではない。  
□  3)自社にとって、IT は本業を支える基幹設備ではないが、本業を改革して自社の強
みを生み出すコアの技術である。  
□  4)自社にとって、 IT は本業を支える基幹設備ではないし、IT が自社の強みを左右
するものではない。   
























































1. 市場と顧客の変化に伴う見直し ５  ４  ３  ２  １  ０  
2. 業界と競合の変化に伴う見直し ５  ４  ３  ２  １  ０  
3. 自社の強みの変化に伴う見直し ５  ４  ３  ２  １  ０  
4. マーケティングミックスの変化に伴
う見直し  ５  ４  ３  ２  １  ０  
 




























1. 市場と顧客の変化に伴う見直し ５  ４  ３  ２  １  ０  
2. 業界と競合の変化に伴う見直し ５  ４  ３  ２  １  ０  
3. 自社の強みの変化に伴う見直し ５  ４  ３  ２  １  ０  
4. マーケティングミックスの変化に伴













1.  製品・サービスの変革  
自社の製品・サービスに関わる変革  
（例）パソコンの性能向上、衣類の匂いを防ぐ柔軟剤、住宅担保年金  など  
※設問では、以下の３つのタイプそれぞれについてお尋ねします。  
1)  改善型   ･･･ 既存の製品・サービスに改善を加える変革  
2)  再設計型   ･･･ 既存の製品・サービスを抜本的に再設計する変革  
3)  創造型   ･･･ 既存にない新しい製品・サービスを創り出す変革  
       2.  業務プロセスの変革  
製品・サービスを開発・提供するプロセスの変革  
（例）在庫量に応じた自動発注、ライン生産からセル生産への変更、インターネット
で受注を行うカスタムメイド生産  など  
※設問では、以下の３つのタイプそれぞれについてお尋ねします。  
1)  改善型   ･･･ 既存の業務プロセスに改善を加える変革  
2)  再設計型   ･･･ 既存の業務プロセスを抜本的に再設計する変革  
3)  創造型   ･･･ 既存にない新しい業務プロセスを創り出す変革  






1)  改善型   ･･･ 既存のビジネスモデルに改善を加える変革  
2)  再設計型   ･･･ 既存のビジネスモデルを抜本的に再設計する変革  





問 6-1  製品・サービスの変革  
































1. 改善型の変革  
（既存の製品・サービスに改善を加える） 
５  ４  ３  ２  １  ０  
2. 再設計型の変革  
（既存の製品・サービスを抜本的に再設計
する）  
５  ４  ３  ２  １  ０  
3. 創造型の変革  
（既存にない新しい製品・サービスを創
り出す）  
５  ４  ３  ２  １  ０  
 


































1. 改善型の変革  
（既存のプロセスに改善を加える）  
５  ４  ３  ２  １  ０  
2. 再設計型の変革  
（ 既 存 の プ ロ セ ス を 抜 本 的 に 再 設 計 す
る）  
５  ４  ３  ２  １  ０  
3. 創造型の変革  
（ 既 存 に な い 新 し い プ ロ セ ス を 創 り 出
す）  





問 6-3  ビジネスモデルの変革  
































1. 改善型の変革  
（既存のビジネスモデルに改善を加える）  ５  ４  ３  ２  １  ０  
2. 再設計型の変革  
（既存のビジネスモデルを抜本的に再設計
する）  
５  ４  ３  ２  １  ０  
3. 創造型の変革  
（既存にない新しいビジネスモデルを創り
出す）  
５  ４  ３  ２  １  ０  
 
問 6-4 変革の効果 
















































問 6-6  変革における IT の活用状況 
変革における IT の活用状況について、下記の 1～ 3 の変革の対象毎に最も当てはまる選択
肢をそれぞれ一つだけお選びください。（単一回答） 
 


























1. 製品・サービスの変革への活用  
（製品・サービスそのものに IT を組み込む）  
５  ４  ３  ２  １  ０  
2. 業務プロセスの変革への活用  
（業務プロセスへの IT の活用）  
５  ４  ３  ２  １  ０  
3. ビジネスモデルの変革への活用  
（ビジネスモデルの一旦を担う形で IT を活用）  
５  ４  ３  ２  １  ０  
 




















































1. 「プロセス」のマネジメント  ５  ４  ３  ２  １  ０  
2. 「組織」のマネジメント  ５  ４  ３  ２  １  ０  
3. 「人材」のマネジメント  ５  ４  ３  ２  １  ０  














IT活用 0.176 IT活用 0.164 0.282
改善型変革 0.435 0.609 定数項 2.016 1.102
再設計創造型変革 0.376 0.387 R2乗 0.192 0.220
定数項 0.102 0.041
R2乗 0.402 0.374  
 
戦略見直さず・コア技術




人材 0.147 人材 0.173
プロセス プロセス 0.157 0.252
IT活用 0.368 0.273 IT活用 0.266 0.355
改善型変革 0.326 0.420 定数項 1.378 0.666
再設計創造型変革 0.261 0.230 R2乗 0.192 0.210
定数項 0.303 0.278
R2乗 0.384 0.378  
 
戦略見直し・非コア技術




人材 0.390 人材 0.323
プロセス 0.195 プロセス
IT活用 0.495 0.489 IT活用 0.371
改善型変革 0.627 0.996 定数項 2.233 1.604









従属変数 顧客の評価 財務的効果 従属変数 改善型変革 再設計創造型変革
【独立変数】 【j独立変数】




IT活用 0.214 IT活用 0.184 0.229
改善型変革 0.577 0.608 定数項 2.553 0.087
再設計創造型変革 0.374 0.303 R2乗 0.153 0.374
定数項 0.453 0.547












る。この事例は、『ユニクロ vs しまむら』（月泉博、 2009 年）にもとづいている。  
 
１．低迷が続く衣料品市場でただ一社成長を続けるしまむら  
日本の衣料品に対する消費支出比率は、 1991 年の 7.5％をピークに、バブル崩壊ととも





































同社の商品売上は、婦人衣料が 30％、肌着が 24％、子供服が 9％であり、メインターゲ
















/15000 人であり、1 世帯の年間衣料購入額を 20 万円として、5000 世帯の商圏は 10 億円市
場となる。その 3 割のシェアを取って 3 億円を売り上げることを標準とした。  
同社は、ローカルな小商圏に幹線道路にそって稠密に店舗を出店し、1961 年に 6 店だっ














５．価格を下げ続けることが顧客にとっての価値   
デフレ経済が続くなかで、しまむらは商品の価格を引き下げ続けることで、顧客数の拡
大を図ってきた。1995 年に 1050 円であった 1 品当たり単価は、年々下がり続けて 2006 年
には 716 円になった。客当たり単価も、 1995 年の 3235 円が、 2006 年には 2369 円になっ
た。しかし、この間で店舗数が、314 店から 1071 店と 3.4 倍に増え、レジ客数が、35034 人

































































ていた。改善提案は年間 4 万件を越え、その 6 割は提案賞として報奨金が支払われた。金








































駆動し、顧客サービスプロセスの段階的な統合を実現した。この事例は、‘ Applied SOA: 


































（３） IT 活用と幅広い商品の品揃えが強み  











































IT アーキテクトが複数存在した。  
情報システムとデータセンターのオペレーションを管理する、CIO のウェブ・エドワー




（３）「ひとつのウェルズファーゴ」  がめざすもの  
19 
 















































































・新しい情報をサポートする CIS の新バージョンを作成する  
・追加する商品ラインのアプリケーションへ CIS サービスを統合する  
・CIS の新バージョンを導入しながら旧バージョンのサポートを継続する  










































ズ CIO による経営陣レベルでのリーダーシップであった。コバセビッチ CEO によるサポ

























































（５） IT： 3 世代にわたる SOA 技術の蓄積  
 ウェルズファーゴの SOA に対する取り組みは、第 3 世代目に入っている。始まりは 1995
年の分散オブジェクト技術（CORBA）を使った顧客サービスシステムの開発であった。こ
れによって同行は他社よりも 1 年早くインターネットバンキングを開始した。2001 年に
は、この事例の変革を 2 世代目のエンタープライズ Java 技術を使って開始した。そして、












当たりほぼ 6 商品に達しており、業界基準の倍以上である。  
同行は、コストの節約のために SOA を導入したわけではなかった。SOA は、同行が必
要とする性能と規模で、広範にわたるさまざまなシステムに散らばる情報を効果的に統合
する唯一の方法だった。SOA のおかげで、同行は 12 年間業界のリーダーシップを維持し
てきた。これは ROI で測れることではない。  

























ており、イメルトの変革事例は『ジェフ・イメルト GE の変わり続ける経営』 ( Magee、
2009 関美和訳 )にもとづいている。  
 
１．GE の変革（ウェルチ時代）  
１．１．ウェルチの CEO 就任前夜  
 1878 年にトーマス・エジソンによって設立された GE は、1978 年には、発電、家庭用電
気機器、照明、航空機エンジン、医療システム、ディーゼル機関車といった多岐にわたる
多角化製造業になっていた。ウェルチの前任の CEO であるレジ・ジョーンズは、多角化し












 1981 年に CEO に就任したジャック・ウェルチは、多岐にわたる事業の整理に着手した。
「業界で No1 か No2 になること、それができなければ撤退する」という明確な基準を持っ




この結果、 1981 年から 1990 年までの間に、集中空調装置、小型家電製品、石炭採掘、
消費者向けエレクトロニクス製品など 200 以上の事業を売却し 110 億ドル以上の資金を手










を廃止し、 9 層あった管理階層を 4 層に減らして、ウェルチ自身が全ての事業部門を直轄
する体制にした。そして、1986 年には 14 名の事業統括責任者のうちの 12 名を更迭し経営
体制を一新した。  
こうした組織のスリム化によって、GE は、1981 年から 1988 年までの間に、年俸社員 6
万人、時給労働者 6 万 4 千人を削減し、事業売却によってさらに 12 万人を削減した。そし













あった。これは、1 回あたり 40 名から 100 名の従業員が 3 日間の日程で社外の施設に集ま
り、従業員自らが抱える問題と解決策を自由に討議し、結果を直接の上司に発表し、上司
の判断や回答をその場で得るという現場主導の改善提案活動である。 1992 年半ばまでに、















1989 年から 1995 年までに 175 億ドルを欧州に投資し、約 50 社の買収を行った。また、
1995 年のペソ急落時にはメキシコの 16 社を買収した。1997 年から 1998 年にかけてアジ
ア経済が危機に陥ると、日本でも 150 億ドルの買収を行った。こうした積極的なグローバ











事業部門ごとに 10 時間以上かけて 3000 名の役職者の育成状況を詳細に検討した。そして、
将来のリーダー候補を識別し、研修・人材開発計画を確認し、すべての主要ポストの継承
計画を明確にした。報酬制度も見直して、ストック・オプションが経営者の報酬の主要部





上司、同僚、部下による 360 度評価の制度が導入された。  






















事業へのシフトが開始された。1995 年には、これらの金融サービス事業によって GE の利
益の約 60％が得られるようになった。さらに、全ての事業が、製品販売の成長鈍化を販売
した製品に対する付加価値サービスで補い、製品のサービス事業化を成長の柱とする方針
を打ち出した。すなわち、約 9000 台の商用ジェットエンジン、１万台のタービン、１万 3
千台の機関車、 8 万 4 千台の医療画像装置といった導入済の GE 製品がサービス事業のプ
ラットフォームになるのである。 1996 年までに、GE は 80 億ドルの機器サービス事業を
構築し製品販売事業よりも高い成長を続けていたが、さらに 1997 年だけでも 20 件のサー










成と関連づけた。この実施のために最初の 2 年間で 8 万 5 千人のマネージャに対する「緑
帯」「黒帯」「師範格黒帯」になるための訓練に 5 億ドルの資金を投入した。その結果、品




ューションの 4 つの E を備えた A プレーヤー以外は要らないという厳しいものに変えた。



























の製造業から IT などのハイテク産業に移っていた。その IT も 2000 年に起きた IT バブル
の崩壊によって一時減速し、米国は景気後退期に入った。  
 
２．GE の変革（イメルト時代）  
 
２．１．不確実性の時代への転換点での CEO 就任  
 イメルトが GE の CEO に就任した 2001 年は、企業経営が不確実性の時代に突入する転
換点であった。まず、その前年の 2000 年 8 月に起きた IT バブルの崩壊を機に、米国経済
32 
 


































長戦略を 2004 年に発表した。  











































クトの目標は、「①2010 年までにエコマジネーション関連製品の売り上げを 250 億ドルに





































よって収益化が難しいと判断して 2007 年に売却し、 2008 年には、保険事業やアプライア





































































術のひとつとして IT が注目されるようになった。スマートグリッドは、GE が得意とする
インフラストラクチャー構築技術とインフラストラクチャーを制御する IT との融合であ








り、 IT は変革の中心的な役割を果たすようになった。  









付属資料 6 グーグルの事例詳細説明  













な事業形態を生み出した価値創造サイクルの実践者であるといえる。この事例は、’ In the 
































































































（１）有力ベンチャーキャピタル 2 社からの出資獲得  
 1999 年、グーグルは雇用と設備増強に膨大な資金を必要としていた。ペイジとブリンは
有力なベンチャーキャピタリスト 2 社から均等に 2500 万ドルの出資を引き出すことに成




（２）シュミット CEO の就任  
 ベンチャーキャピタリストは、プロの CEO を迎える約束を果させるべく、ペイジとブリ
ンを有力な候補者に引き合わせた。その結果、選ばれたのがエリック・シュミットであっ
た。シュミットは、サン・マイクロ・システムズの CTO、ノベルの CEO として経営者を経
験し、自らもコンピュータ科学の博士号を持っており、何より候補者の中でただ一人「バ
ーニングマン」に参加したことがあり、創業者 2 人の共感と信頼を得られる人物であった。



















 グーグルは、2002 年 2 月に開始した改良版の「アドワーズセレクト」で、入札による広
告販売を行うことにした。ただし、入札者には次点の入札額よりも 1 セントだけ高い金額
を支払ってもらうようにし、高すぎる掲載金額を払わなくてもすむ独自の入札方式をとっ







に 2002 年 5 月に AOL に対して検索エンジンを提供する契約を獲得し、2002 年には通年で
初の黒字になった。  
（５）ウェブサイトへの広告掲載サービス「アドセンス」の導入  





また、2003 年 2 月に買収した「ブロガ―」の数百万ページあるブログにも広告を載せるこ
とができる。  























































サ―ビスでは、マイクロソフトが 2 メガバイト、ヤフーが 4 メガバイトしか保存容量がな
く、ユーザーは頻繁にメールを消去しなければならなかったのに対して、グーグルのウェ




































































































たが、同時に、2 人の創業者と彼らを信奉する社員たちが共有する独自の価値観であった。  
（１）創業者たちが大切にしたもの  










 グーグルにとって神聖な日は、 4 月 1 日のエイプリルフールである。毎年この日のため
に何カ月もかけて社員たちは綿密に計画された想像力にあふれた悪ふざけを準備すること




























































































ユーザー（コントロールグループ）との反応の差を観察する A/B テストが行われる。  






員は全員 4 半期に一度年間を通じての OKR を設定し、承認を受ける必要があった。個人
だけでなく、チーム、部門、企業全体のレベルでも OKR が設定された。理想的には設定し

















値増幅サイクル 70％から成っている。  
そして、百花繚乱のようなグーグルの絶えざる技術革新とサービス革新は、エンジニア
王国を維持しようとする創業者たちの強い意思によるものである。しかし、大企業となっ
たグーグルが、価値創造サイクルを駆動して社員の創造性や自主性を発揮させ続けるため
には、創造的な仕事ができる空間作り、知性と能力とグーグルらしさに徹底的にこだわっ
た人材採用、エンジニアの自主性を尊重したチーム組織の編成、目標管理制度による社員
の意識付け、社員への情報開示、会議体の整備といった、組織的なしくみも合わせて必要
であった。 
 
